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表紙

第30期 定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知
　

開催日時 2022年６月24日(金曜日) 午前10時

開催場所 東京都港区南青山６－10－12
フェイス南青山

議　　案 ＜会社提案（第１号議案から第３号議案まで）＞
　第１号議案　定款一部変更の件
　第２号議案　取締役８名選任の件
　第３号議案　監査役１名選任の件
＜株主提案（第４号議案および第５号議案）＞
　第４号議案　剰余金の処分の件
　第５号議案　自己株式の取得の件
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ご来場自粛のお願い
本総会は、株主の皆様の健康と安全に配慮し、新型コロナウイルス感染症の拡大を防止する観点から、
極力、書面またはインターネットによる事前の議決権行使をご活用いただき、本総会当日のご来場をお
控えいただきますよう強くお願い申しあげます。
なお、本総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、本総会の運営を変更する場合が
ございます。インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.faith.co.jp/）より、発信情報をご
確認くださいますよう、併せてお願い申しあげます。

当日のお土産について
本総会にご出席の株主の皆様へお土産のご用意はございませんので、予めご了承ください。

株式会社フェイス
証券コード：4295
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株主各位

証券コード：4295
2022年６月７日

株主各位
京 都 市 中 京 区 烏 丸 通 御 池 下 る 虎 屋 町 5 6 6 － １

井門明治安田生命ビル

株 式 会 社 フ ェ イ ス
代 表 取 締 役 社 長 平 澤 　 創

■1 日　　時 2022年６月24日（金曜日）午前10時

■2 場　　所

東京都港区南青山６－10－12 フェイス南青山
※本総会において議決権を有する株主様には、本総会の状況を当社の指定するウェブサイトにおいてライブ

中継する予定でございます。同封のご案内にしたがってご視聴ください。なお、議決権の行使は、事前に
書面またはインターネットにより行っていただく必要がございます。また、ライブ中継をご視聴される株
主様におかれましては、質問や動議はできませんので、予めご了承のほど、お願い申しあげます。

※本総会会場においてご用意できる席数が昨年同様限られるため、当日ご来場いただいても入場をお断
りする場合がございます。加えて、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方、海外から帰
国されてから14日間が経過していない方は、入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。
なお、海外から帰国されてから14日間が経過していない株主様は、受付でお申し出いただきますよ
うお願いいたします。また、当社役員につきましても、株主総会当日の健康状態にかかわらず、一部
の役員のみの出席とさせていただく可能性がございます。

※会場受付付近で、株主の皆様のためのアルコール消毒液を配備いたします。ご来場の株主の皆様は、
マスクの持参・着用をお願い申しあげます。

※開催時間を短縮するために、議場における報告事項（監査報告を含みます。）および議案の詳細な説
明は省略させていただきます。予めご了承のほど、お願い申しあげます。

第30期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第30期定時株主総会を後記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本総会は、株主の皆様の健康と安全に配慮し、新型コロナウイルス感染症の拡大を防止する観点
から、昨年同様縮小した規模で開催させていただきます。
　このため、株主総会会場において感染防止に必要な措置を講じる場合があるほか、ご来場いただ
いても入場をお断りする場合がございます。また、開催時間を短縮するために、議場における報告
事項および議案の詳細な説明は省略させていただきます。
　株主の皆様におかれましては、後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、極力、書面または
インターネットによる事前の議決権行使をご活用いただき、株主総会当日のご来場をお控えいただ
きますよう強くお願い申しあげます。

敬　具
記
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株主各位

■3 目的事項 報告事項 1．第30期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類および計算書類報告の件

2．会計監査人および監査役会の第30期連結計算書類監査結果報告の件
決議事項 ＜会社提案（第１号議案から第３号議案まで）＞

　第１号議案　定款一部変更の件
　第２号議案　取締役８名選任の件
　第３号議案　監査役１名選任の件
＜株主提案（第４号議案および第５号議案）＞
　第４号議案　剰余金の処分の件
　第５号議案　自己株式の取得の件

■4 議決権の行使等に
ついてのご案内

３頁に記載の【議決権の行使等についてのご案内】をご参照ください。
株主の皆様の健康と安全に配慮し、新型コロナウイルス感染症の拡大を防止する観点から、
極力、書面またはインターネットによる事前の議決権行使をご活用いただき、
株主総会当日のご来場をお控えいただきますよう強くお願い申しあげます。
なお、本総会におきましては、株主提案がなされております。
その内容は後記の「株主総会参考書類」に第４号議案および第５号議案として記載しておりますが、
当社取締役会としては第４号議案および第５号議案に反対しております。

○● 事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類に記載すべき事項を修正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネッ
ト上の当社ウェブサイトに掲載いたしますのでご了承ください。

○● 招集ご通知において提供すべき書類のうち、以下の事項につきましては、法令および当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブ
サイトに掲載しておりますので、添付書類には記載しておりません。
①　連結計算書類の連結注記表
②　計算書類の個別注記表

　 会計監査人および監査役が監査した連結計算書類および計算書類は、添付書類に記載の各書類のほか、下記ウェブサイトに掲載している連結
注記表および個別注記表となります。

○● 書面およびインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取扱い
書面およびインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効として取扱わせていた
だきます。

○● インターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取扱い
インターネットにより複数回数にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。また、パソコン、
スマートフォンと携帯電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

当社ウェブサイト (https://www.faith.co.jp/)

以　上
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議決権行使等についてのご案内

議決権の行使等についてのご案内

書面で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　 2022年６月23日（木曜日）午後６時到着分まで　

インターネットで議決権を行使される場合
パ ソ コ ン 、 ス マ ー ト フ ォ ン ま た は 携 帯 電 話 か ら 議 決 権 行 使 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.web54.net）にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コ
ード」および「パスワード」をご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限
　 2022年６月23日（木曜日）午後６時まで　

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主
様には、議決権行使ウェブサイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承くださ
い。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」および「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株
主様のご負担となります。また、携帯電話をご利用の場合は、パケット通信料その他携帯電話利用による料
金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

　議決権は、以下の方法により行使いただくことができます。
　株主の皆様の健康と安全に配慮し、新型コロナウイルス感染症の拡大を防止する観点から、本総会につきまして
は、後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、極力、書面またはインターネットによる事前の議決権行使をご活
用いただき、株主総会当日のご来場をお控えいただきますよう強くお願い申しあげます。

　※当日ご来場の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）
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議決権行使等についてのご案内

書面による議決権行使のご案内
議決権行使期限： 2022 年６月23日（木曜日）午後６時到着分まで

■記入方法のご案内
第１号議案～第３号議案は
取締役会からご提案させてい
ただく議案です。

第４号議案および第５号議案
は株主１名からのご提案
です。
取締役会としてはこれらの
議案いずれにも反対してお
ります。詳細は66頁以降を
ご参照ください。

※�同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、ご返送ください。
※�各議案につき賛否のご表示がない場合は、会社提案については賛成、株主提案については反対の意思表示があったものとして取
扱わせていただきます。

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

賛成の場合　「賛」の欄に○印
反対の場合　「否」の欄に○印

賛成の場合　「賛」の欄に○印
反対の場合　「否」の欄に○印

会社提案（第１・３号議案）

株主提案（第４・５号議案）

全員賛成の場合　　「賛」の欄に○印
全員反対する場合　「否」の欄に○印
一部の候補者に�
反対する場合

�「賛」の欄に○印をし、反対する 
候補者の番号をご記入ください。

会社提案（第２号議案）
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

　インターネットにより議決権を行使される場合は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から当社の指定する
議決権行使ウェブサイトにアクセスし、画面の案内にしたがってご行使くださいますようお願い申しあげます。

当社の指定する議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net
バーコード読取機能付のスマートフォンまたは携帯電話を利用して右上のQRコード®を読み取り、議決権行使ウェブサイトに接続するこ
とも可能です。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちのスマートフォンまたは携帯電話の取扱説明書をご確認ください。
（QRコード®は、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

　
議決権行使期限：2022年６月23日（木曜日）午後６時まで　

https://www.web54.net　「次へす 
すむ」をクリック

お手元の議決権行使書用紙に記載され
た「議決権行使コード」を入力し、「ロ
グイン」をクリック

お手元の議決権行使書用紙に記載され
た「パスワード」および実際にご使用
になる新しいパスワードを入力し、「登
録」をクリック

❶ 議決権行使ウェブサイトへアクセス ❷ ログインする ❸ パスワードの入力

以降は画面の入力案内に従って賛否をご入力ください。
※ インターネットにより複数回数にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効な議決権行使として取

扱わせていただきます。
※ インターネットと書面の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものとして取扱わ

せていただきます。

インターネットによる議決権
行使に関するお問い合わせ フリーダイヤル 0120-652-031（受付時間 9:00～21:00）

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

　　

5



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/05/25 17:26:51 / 21826693_株式会社フェイス_招集通知

当事業年度の事業の状況

（添付書類）

事業報告（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

1 企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過および成果
国内の情報通信分野においては、2020年においてもインターネット普及率は83.4％と高水準で推移してお

り、その中でもスマートフォンを保有している世帯割合は86.8％と、パソコンを保有する世帯割合70.1％を大
きく上回る状況となっています（※１）。また、2000年以降、若年層を中心にテレビ離れの動きが継続して進
んでいるなか、2021年の日本の広告費はインターネット向け広告費が前年比21.4％増の２兆7,052億円とな
り、マスコミ４媒体広告費（新聞、雑誌、ラジオ、テレビメディア広告費の合算）の２兆4,538億円を上回りま
した（※２）。世界においてもその傾向は顕著であり、2021年の世界のデジタル広告費は前年比29.1％増の約
40兆円（3,557億ドル)となり、デジタル広告費が構成比で初めて50%を超えました（※３）。

※１　出所：総務省 「令和２年通信利用動向調査の結果」
※２　出所：株式会社電通 「2021年 日本の広告費」
※３　出所：株式会社電通グループ「世界の広告費成長率予測（2021～2024）」
また、エンタテインメント市場においては、2021年の世界の音楽市場は特に有料サブスクリプションのスト

リーミングを中心に売上高は約３兆3,670億円（259億ドル）と前年比18.5％増加し、７年連続で拡大し、今世
紀に入ってから最高の売上高を記録しています（※４）。日本においては、音楽ビデオを含む音楽ソフトの生産
実績は1,936億円と前年からほぼ横ばいで推移したものの、依然としてパッケージ商品の縮小傾向が続いており
ますが、有料音楽配信の売上実績は895億円と前年比14％増加いたしました。有料音楽配信売上のうち、スト
リーミングの売上は744億円と前年比26％増加し、有料配信売上全体の83％まで伸長しています（※５）。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、大型イベントやライブ・コンサートは延期、中止を
余儀なくされ、2020年のライブ・エンタテインメント市場は前年比82.4％減の1,106億円となりました（※
６）。一方で、多くのアーティストはインターネットでライブ配信を行いつつ、会場に限定数の観客も入れる
「ハイブリッド公演」を実施するなど、新しいライブ・エンタテインメントの楽しみ方が定着しつつあります。
様々な動員観客規模のライブが配信され、2020年の有料型オンラインライブ市場規模は推計448億円となりま
した（※７）。2021年においては、政府の基本的対処方針に基づく感染予防対策ガイドラインに沿ったリアル
な場での音楽イベントが再開され始め、１月～６月までに開催されたライブ総公演数は前年比216.2%、前々年
比64.0%まで回復の兆しをみせています（※８）。

※４　出所：IFPI「Global Music Report 2022」
※５　出所：一般社団法人日本レコード協会「日本のレコード産業2022」
※６　出所：ぴあ総研「ライブ・エンタテインメント市場規模の調査速報値(2021年５月13日公表)」
※７　出所：ぴあ総研「国内オンラインライブ市場に関する市場調査」
※８　出所：一般社団法人コンサートプロモーターズ協会 基礎調査2021年上半期
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当事業年度の事業の状況

当社は1992年に創業され着信メロディを世界で初めて事業化するなど、携帯電話の普及とともに音楽配信事
業を中核として順調に成長してまいりました。現在の音楽市場はスマートフォンの普及に伴い、ストリーミン
グ、一般ユーザーが社会へ容易に情報発信できるユーザーアップロードコンテンツ（UUC）やソーシャルメデ
ィアといったメディアが多様化するなか、コンテンツの流通方法をはじめ、消費スタイルや、コンテンツの制作
方法等、音楽業界のあらゆる活動が変化している状況にあります。

このような環境の下、当社グループは、創業以来コンテンツのデジタル流通に注力してきた取組みを活かし、
引き続き『マルチコンテンツ＆マルチデバイス戦略（様々なコンテンツを、必要なときに、必要な場所で楽しむ
ことができる環境の創造）』を推進し、インターネット上に溢れる情報を収集、整理し、付加価値を高めてユー
ザーに提供するプラットフォームの開発など市場環境の変化に応じた新規サービス展開に取り組んでまいりまし
た。

2020年６月にリリースした新感覚ライブ配信プラットフォーム「Thumva」（サムバ）は新たなライブ体験
を提供するインターネット視聴サービスです。グループ視聴やコメント投稿のほか、アーティストに対するギフ
ティング機能を有し、ライブ会場に参加しているような高揚感、一体感を共有することができます。数々のアー
ティストのライブやオンライン体験型アトラクションなど多様なラインナップの配信を実施し、今後も様々なコ
ンテンツの配信を予定しております。サービスの開始以来、約340公演の配信を実施し、会員登録者数は17万
人を超えました(2022年３月現在)。

2021年７月には「Thumva」のリソースを活用した新たな店舗向けサービスとして、Web上で問い合わせや
相談を希望する顧客に対し、ワンクリックで商談が開始できるオンラインサービス「Thumva BIZ」（サムバビ
ズ）を開始いたしました。デジタルトランスフォーメーション時代に即したオンラインでの店舗様式を提案し、
様々な業種の企業に導入いただいております。また、９月には株式会社日本旅行とサービスの販売に関する業務
提携をいたしました。同社が有する全国の営業ネットワークを通じて、今後は「Thumva BIZ」および当社グル
ープの様々なサービスが提供されます。また、2022年２月には株式会社エイチ・アイ・エスへの提供を開始
し、同社のオンライン相談窓口を刷新いたしました。「Thumva BIZ」は対面接客業を中心に、様々な分野にお
ける新たな店舗DXサービスとして、今後も販路の拡大を目指してまいります。

当社が運営いたします都内最大級のミュージックラウンジ「PLUSTOKYO」（プラストーキョー）では、政
府からの新型コロナウイルス感染症に対する緊急事態宣言、まん延防止等重点措置ならびにリバウンド防止措置
などの東京都感染拡大防止ガイドラインに沿って必要な対策を講じたうえで、営業を継続しております。新たな
試みとして、アーティストやアニメ作品とコラボしたメニューや展示企画を期間限定で開催いたしました。また
2022年４月から、12Fメインフロアとルーフトップフロアを連動させて営業を再開し、音楽を軸にアート、フ
ード、エンタテインメントの要素を融合したサービスを提供しております。今後も感染拡大防止と安全確保を最
優先とし、行政の方針や行動計画に基づいて慎重に運営してまいります。

レーベル事業においては、音楽業界、映画業界へ永年に亘り革新的かつ多大なる貢献をし続けている依田巽氏
（ギャガ株式会社代表取締役社長CEO、株式会社ティー ワイ リミテッド代表取締役会長）を2021年12月から
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当事業年度の事業の状況

第29期
（2021年３月期）

第30期
（2022年３月期） 前連結会計年度比

金額 (百万円) 金額 (百万円) 増減率

売上高 19,991 15,311 23.4％減

営業利益 763 △92 　　　　　ー

経常利益 821 136 83.3％減

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △26 △333 －

レーベル統括最高顧問に迎えました。依田氏においては、2021年９月30日に完全子会社化した株式会社ドリー
ミュージックの取締役最高顧問として引き続きご尽力いただくとともに、レーベル事業の一層の強化にも寄与し
ていただきます。

当社グループはテレワーク勤務体制を恒久化しております。また、分散していた主要なオフィス機能を南青山
オフィスに集約し、全面的にリニューアルいたしました。行動様式の変化や新たな価値観の定着を見据え、「ア
クティビティー・ベースド・ワーキング」（※９）の考えに基づき、多様で効率的な新しい働き方を実現してま
いります。今後とも経営の効率化と収益性の向上を目指した事業活動を推進いたします。

※９　仕事内容に合わせて、作業するスペースやスタイルなどを選ぶことのできる働き方。

当社グループの当連結会計年度の業績については、ポイント事業においては前期に比べ物販売上が減少し、ま
たレーベル事業の売上も減少したため、売上高は前期比23.4％減の15,311百万円、営業損失につきましては92
百万円（前期は763百万円の営業利益）、経常利益は前期比83.3％減の136百万円となりました。また、親会社
株主に帰属する当期純損失は333百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失26百万円）となりました。

　なお、当期の配当につきましては、株主の皆様に株主総会の開催時期にかかわらず機動的な支払いを実施するた
め取締役会決議により決定し、当初公表通り１株当たり10円（うち中間配当５円は実施済）を予定しておりま
す。
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当事業年度の事業の状況

コンテンツ事業

2,929

第29期
（2021年３月期）

2,255

第30期
（2022年３月期）

（単位：百万円）売上高 　コンテンツ事業においては、既存配信事業の売上が減少を続けているため、新規性ある商品開発、多
様化する収益機会の獲得に向けて各サービスの連動やプラットフォーム化を行い、今後も新たな成長分
野への投資を行ってまいります。
　「FaRao PRO」は、業務用BGMの提供のみならず、店舗のブランディングを提案するソリューショ
ンやアナウンス機能など、店舗運営に必要な機能拡充を中心とした営業活動を積極的に展開しておりま
す。今後も、新たなBGM市場の創造と活性化を目指してまいります。
　今後拡大が期待される「D2C」（※10）のビジネスモデルによるアーティスト向けプラットフォーム
「Fans'」は、オフィシャルサイトの構築、楽曲・映像配信、アーティストグッズの販売、ファンクラブ
運営などアーティスト活動に必要な機能の拡充を行っております。SNSとの連携強化によりファンがク
リエイターの発信する情報を拡散することでコミュニティの創出に貢献できるシステムを導入してお
り、より多くのアーティストが作品や情報を自由に発信できるサービスとして、利用者の獲得、拡大を
目指すとともに、利便性の追求等サービス品質の向上に努めてまいります。
　　※10　自社で企画・製造したサービス・商品を直接ユーザーに届けるビジネス形態。Direct to 

Consumerの略称。
　業績につきましては、キャリア公式サイトサービスの売上減少および新型コロナウイルス対策による
店舗の営業自粛措置に伴い、売上高は前期比23.0％減の2,255百万円、営業損失は641百万円（前期は
営業損失599百万円）となりました。

　企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。
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当事業年度の事業の状況

ポイント事業

3,488

第29期
（2021年３月期）

579

第30期
（2022年３月期）

（単位：百万円）売上高 　ポイント事業においては、ポイント発行サービスを小売店舗に提供するだけでなく、ポイント発行デ
ータ取得・分析・販促活用を一連のサイクルとして企画から運用までトータルでサポートし、小売業の
販促効率を最大限に高めるアウトソーシングサービスを提供しております。
　業績につきましては、物販売上および既存加盟店におけるポイント発行が減少したことにより、売上
高は前期比83.4％減の579百万円となりました。営業利益は、前期比56.2％減の141百万円となりまし
た。

レーベル事業

13,573

第29期
（2021年３月期）

12,476

第30期
（2022年３月期）

（単位：百万円）売上高 　レーベル事業においては、音楽市場の変化に伴う音楽・映像関連業界の厳しい環境の下、パッケージ
商品に依存している状況からの脱却を図るため、将来を見据えた新規事業の強化を進めております。
　業績につきましては、日本コロムビア株式会社においてアニメ作品や利益率の高い音源使用にかかる
売上の減少に伴い、売上高は前期比8.1％減の12,476百万円となりました。営業利益は前期比60.7％減
の407百万円となりました。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度におきましては、特記すべき設備投資を行っておりません。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度におきましては、特記すべき資金調達を行っておりません。

④ 重要な企業再編等の状況
　該当事項はありません。
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直前3事業年度の財産及び損益の状況

20,965

第27期
（2019年３月期）

20,093

第28期
（2020年３月期）

19,991

第29期
（2021年３月期）

15,311

第30期
（2022年３月期）

売上高 （単位：百万円）

471

第28期
（2020年３月期）

△586
第27期

（2019年３月期）

821

第29期
（2021年３月期）

136

第30期
（2022年３月期）

（単位：百万円）経常利益または経常損失（△）

△333
△26

△884

△309

第27期
（2019年３月期）

第28期
（2020年３月期）

第29期
（2021年３月期）

第30期
（2022年３月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益または
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

24,343

第27期
（2019年３月期）

24,746

第28期
（2020年３月期）

16,43917,520

26,702

第29期
（2021年３月期）

17,627

25,291

第30期
（2022年３月期）

17,117

（単位：百万円）総資産/純資産

△26.41
△2.09

△67.93

△23.15

第27期
（2019年３月期）

第28期
（2020年３月期）

第29期
（2021年３月期）

第30期
（2022年３月期）

（単位：円）１株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失（△）

1,321.37

第27期
（2019年３月期）

1,301.66

第28期
（2020年３月期）

1,395.33

第29期
（2021年３月期）

1,355.09

第30期
（2022年３月期）

（単位：円）１株当たり純資産額

(2) 直前3連結会計年度の財産および損益の状況
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直前3事業年度の財産及び損益の状況

第27期
(2019年３月期)

第28期
(2020年３月期)

第29期
(2021年３月期)

第30期
(当連結会計年度)
(2022年３月期)

売上高 (百万円) 20,965 20,093 19,991 15,311
経常利益又は経常損失(△) (百万円) △586 471 821 136

親会社株主に帰属する当期純損失(△) (百万円) △309 △884 △26 △333

1株当たり当期純損失(△) (円) △23.15 △67.93 △2.09 △26.41
総資産 (百万円) 24,343 24,746 26,702 25,291
純資産 (百万円) 17,520 16,439 17,627 17,117
1株当たり純資産額 (円) 1,321.37 1,301.66 1,395.33 1,355.09
(注）「収益認識基準に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第30期から適用しております。なお、
　　収益認識基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替を行っておりま
　　せん。
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重要な親会社及び子会社の状況

会社名 資本金
（百万円）

当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

株式会社フェイス・ワンダワークス 100 100.0 コンテンツ事業

ジャパンミュージックネットワーク株式会社 200 100.0 コンテンツ事業

グッディポイント株式会社 100 100.0 ポイント事業

日本コロムビア株式会社 100 100.0 レーベル事業

株式会社ドリーミュージック 10 100.0 レーベル事業

特定完全子会社の名称 日本コロムビア株式会社

特定完全子会社の住所 東京都港区南青山6丁目10番12号
当社および当社の完全子会社における
特定完全子会社の株式の帳簿価額 7,697百万円

当社の総資産額 18,946百万円

(3) 重要な子会社の状況
 重要な子会社の状況

（注）　当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
　国内のコンテンツ産業は、次々と出現する新たな発想による技術や情報伝達手段等により成長を続けております。
また、これに伴いユーザーニーズの多様化・複雑化もさらに加速し、市場では無料配信をはじめとする種々雑多なコ
ンテンツが氾濫しております。当社グループは、グループシナジーの追求とグループ全体での効率的な事業運営を行
うとともに、市場環境に対応した付加価値の高い優良なコンテンツをネットワークや情報端末にとらわれず横断的に
提供することを目指し、以下の施策を実行してまいります。

＜コンテンツ事業＞
　当社グループは、これまで蓄積してきた技術・ノウハウと独自のビジネスソリューションを基に、各方面の有力
企業との提携等を通じて、コンテンツ権利者、配信事業者、ユーザーにメリットのある流通のしくみを開発するこ
とで、新たなマーケットを創造してまいります。その実現のため、自社でのコンテンツ制作はもちろん、コンテン
ツ権利者との提携による制作・プロデュースと、ユーザーとの接点強化のためのユーザーリーチの増大に努めてま
いります。
　また、当社グループは、創業以来、「様々な情報端末を利用して、コンテンツを配信するビジネスを構築するこ
と」を事業の柱に据えてまいりました。今後も、コンテンツ権利者、配信事業者、ユーザーそれぞれにとって有用
な新しいサービスのしくみを開発し、必要となる端末組み込み技術、配信システム技術等のテクノロジーを用いた
プラットフォームを構築することにより、新しいコンテンツ流通のしくみを創出してまいります。

＜ポイント事業＞
　小売業が中心であったこれまでのポイントサービスは、近年、業種の垣根を越えたポイントの相互利用等のアラ
イアンスが進行中であり、ポイントサービス間の競争が激化しております。このような状況において、当社グルー
プは、O2O（オーツーオー：Online to Offline）を含む、新たなポイントサービス事業を創造してまいります。
そのための開発の低コスト化や、簡便性向上などを通じたポイントサービスの顧客満足度向上、およびその実現の
ための提案力強化等を課題として認識し、戦略的な取り組みを進めてまいります。
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対処すべき課題

＜レーベル事業＞
　レーベル事業につきましては、音楽・映像関連業界の厳しい環境の下、企画した音源や映像などのコンテンツに
基づく商品を主として販売する市販/配信事業においては、ヒットアーティストの育成・ヒット作品の創出による
アーティストラインアップの充実、豊富なカタログ音源の活用およびエンタテインメント事業における新規事業の
拡大に経営資源を集中することにより、事業効率を高め、収益性を向上させてまいります。
　制作した音源や映像を二次利用したコンテンツを販売する特販/通販事業のうち、特販事業においては、引き続
き既存の取引先との関係を強化するとともに、新規販売チャネル、新規取引先の開拓を進めてまいります。また、
豊富なコンテンツを有効活用することにより、シニア向け、団塊世代向けの商品をはじめとする企画商品を充実さ
せ、音源の多角的事業展開を図ってまいります。
　また、通販事業においては、「受注」「決済」「配送」などの通販業務を一貫して効率的に運用できるフルフィ
ルメントシステムにより、効率的に事業を展開しております。さらに、他のレコード会社と同システムを活用する
業務提携を行うことで、新規販売先の獲得および業務管理手数料などの新たな収益の獲得に成功しております。今
後も、同様の業務提携を業界他社や異業種企業へ拡大すべく、提携企業と共同でのCD・DVD商品の企画・制作や
顧客ニーズを勘案した生活雑貨分野の商品企画などにも取り組んでまいります。

　当社グループでは新型コロナウイルス感染症の長期化による行動様式の変化および終息後の新たな価値観の定着
を見据え、また、エンタテインメント業界において戦略的かつ機動的な投資を迅速に進めるための資金を確保し、
事業環境の変化に迅速かつ柔軟に対応してまいります。
　株主の皆様には、引き続き一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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重要な企業結合の状況、主要な事業内容、主要な事業所

(5) 重要な企業結合の状況
　該当事項はありません。

(6) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

事業区分 主要な事業内容
コンテンツ事業 コンテンツ配信サービス、配信プラットフォーム技術の開発、コンテンツ制作プロデュース

ポイント事業 ポイントサービスの提供等

レーベル事業 ミュージックソフト・ゲームソフト等の制作、宣伝、販売および音楽アーティストのマネジメント

当社グループは、「コンテンツ事業」、「ポイント事業」および「レーベル事業」を主たる業務としております。
その概要は次のとおりであります。

(7) 主要な事業所（2022年３月31日現在）

本 社 （京都市中京区）
南青山オフィス （東京都港区）

株式会社フェイス・ワンダワークス （東京都港区）
ジャパンミュージックネットワーク株式会社 （東京都港区）
グ ッ デ ィ ポ イ ン ト 株 式 会 社 （京都市中京区）
日 本 コ ロ ム ビ ア 株 式 会 社 （東京都港区）
株 式 会 社 ド リ ー ミ ュ ー ジ ッ ク （東京都港区）

① 当社の主要な事業所

② 主要な子会社の事業所
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

(8) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
コンテンツ事業 144（  86）名 －（ 32）名

ポイント事業 18 （   1） △1（  －）

レーベル事業 280（  21） 10（△4）

合　　計 442（108） 9（ 28）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
101名 3名減 37.1歳 6.6年

① 企業集団の使用人の状況

（注）　使用人数は就業人数であり、臨時従業員（契約社員・アルバイト社員・人材会社からの派遣社員）は（　）内に外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）　上記には、グループ会社からの出向社員14名が含まれ、臨時従業員（契約社員・アルバイト社員・人材会社からの派遣社員）27名は含まれ
ておりません。

(9) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

借入先
借入残高

当社残高 子会社残高
三井住友信託銀行株式会社 56百万円 315百万円

株式会社京都銀行 160百万円 －百万円

株式会社三井住友銀行 93百万円 7百万円

株式会社三菱UFJ銀行 37百万円 50百万円

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株式の状況

2 会社の現況
(1) 株式の状況（2022年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 19,900,000株

② 発行済株式の総数 13,831,091株

③ 株主数 11,363名　（前期末比488名減）

株主名 持株数 持株比率
平澤　創 4,824,938 株 37.43％

RMB JAPAN OPPORTUNITIES FUND, LP. 1,480,810 11.48

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託囗) 674,900 5.23

NOMURA CUSTODY NOMINEES LTD-TK1 LIMITED 495,360 3.84

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 414,600 3.21

株式会社第一興商 367,363 2.85

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 272,600 2.11

吉本興業ホールディングス株式会社 206,870 1.60

NCSN-SHOKORO LIMITED 171,840 1.33

TK1 LTD 138,400 1.07

④ 大株主（上位10名）

（注）　1)当社は自己株式を941,738株所有しておりますが、上記大株主から除いております。
2)持株比率は自己株式（941,738株）を控除して計算しております。
3)持株比率は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　　該当事項はありません。
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会社役員の状況

(2) 会社役員の状況（2022年３月31日現在）

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 平 澤 　 創

最高経営責任者
株式会社八創代表取締役
日本コロムビア株式会社取締役会長
株式会社ドリーミュージック取締役会長
株式会社ワクワクワークス取締役会長
株式会社フューチャーレコーズ取締役会長
株式会社Genesis1代表取締役

取締役副社長 吉 田 眞 市 日本コロムビア株式会社取締役副会長
株式会社ドリーミュージック取締役副会長

専務取締役 中 西 正 人

最高戦略責任者
株式会社ワクワクワークス代表取締役副社長
株式会社フェイス・ワンダワークス代表取締役社長
株式会社フェイス・プロパティー代表取締役社長
株式会社リバレント取締役

取締役 別 所 哲 也

株式会社パシフィックボイス代表取締役
ショートショートフィルムフェスティバル＆アジア代表
株式会社ビジュアルボイス代表取締役
観光庁VISIT JAPAN大使
株式会社キャスティングボイス代表取締役社長
横浜市専門委員

取締役 正宗エリザベス

国立大学法人千葉大学経営協議会委員
株式会社＠アジア・アソシエイツ・ジャパン代表取締役
株式会社アドバンジェン取締役
東京商工会議所日豪経済委員会次世代リーダープログラム担当委員
株式会社パソナグループ顧問
株式会社パソナグループ淡路ユースフェデレーション専務理事
荒川化学工業株式会社取締役
テクノホライゾン株式会社顧問

① 取締役および監査役の状況
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会社役員の状況

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況

取締役 水 戸 重 之

TMI総合法律事務所パートナー弁護士
株式会社ブロッコリー監査役
株式会社タカラトミー取締役
吉本興業ホールディングス株式会社取締役
株式会社湘南ベルマーレ監査役
株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン取締役

取締役 瀧 口 　 匡

ウエルインベストメント株式会社代表取締役社長
早稲田大学アントレプレヌール研究会理事
ウエル・アセット・マネジメント株式会社取締役
科学技術振興機構STARTプログラム代表事業プロモーター
学校法人早稲田大学客員教授
日本ベンチャー学会理事
VALUENEX株式会社取締役
株式会社オプトラン取締役

常勤監査役 長 𠮷 　 晋 日本コロムビア株式会社監査役
株式会社ドリーミュージック監査役

監査役 清 水 　 章
公認会計士・税理士（清水公認会計士・税理士事務所）
グッディポイント株式会社監査役
東銀座監査法人社員
地主株式会社取締役（監査等委員）

監査役 菅 谷 貴 子

弁護士（山田・尾﨑法律事務所）
日本コロムビア株式会社監査役
トーセイ・リート投資法人監督役員
ライオン株式会社取締役
東京中小企業投資育成株式会社取締役
極東証券株式会社取締役

（注）　1)取締役別所哲也氏、取締役正宗エリザベス氏、取締役水戸重之氏および取締役瀧口匡氏は、社外取締役であります。
2)監査役清水章氏および監査役菅谷貴子氏は、社外監査役であります。
3)監査役清水章氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
4)当社は、取締役別所哲也氏、取締役正宗エリザベス氏、取締役水戸重之氏、取締役瀧口匡氏、監査役清水章氏および監査役菅谷貴子氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
5) 当社は、取締役別所哲也氏、取締役正宗エリザベス氏、取締役水戸重之氏、取締役瀧口匡氏、監査役長𠮷晋氏、監査役清水章氏および監査役菅谷

貴子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づく責任限定契約を法令に定める最低責任限度額を限度として締結しております。
6)当社は、取締役、監査役および管理職従業員（当社子会社の取締役、監査役および管理職従業員を含みます。）の全員を被保険者として、

保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社
の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や
訴訟費用等が塡補されることとなります。保険料については、当社が全額負担しております。

20



2022/05/25 17:26:51 / 21826693_株式会社フェイス_招集通知

会社役員の状況

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役 103 90 － 13 7

監査役 16 16 － － 3

合　計
(うち社外役員)

120
（26）

106
（26）

－
（－）

13
（－）

10
（6）

② 取締役および監査役に支払った報酬等の総額
1)当事業年度に係る報酬等の総額

（注）　取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。また、役員社宅制度に基づく地代家賃9百万円および
当社が金銭を拠出することにより設定する信託の仕組みによる業績連動型株式報酬制度による役員株式報酬引当金繰入額3百万円が含まれて
おります。

2)業績連動報酬等に関する事項
　業績連動報酬等にかかる業績指標は各連結会計年度の連結営業利益であり、当連結会計年度を含む連結営業
利益の推移は１．(２)直前３連結会計年度の財産および損益の状況に記載のとおりであります。当該指標を選
定した理由は、本業の事業活動により得た利益を示すものとして代表的な業績指標であり、業務執行の成果を
測る指標として最も合理的であると考えられるためであります。当社の業績連動報酬は、各連結会計年度の連
結営業利益の目標値に対する達成度合いに応じて算定されております。

3)非金銭報酬等の内容
　非金銭報酬等の内容は、以下のとおりであります。
　　・役員社宅制度に基づく地代家賃

借上社宅への入居を希望する取締役（社外取締役を除く）に対し、当該借上社宅の賃貸料の一部を当社が負担
　　・業績連動型株式報酬制度に基づく当社株式の交付

取締役（社外取締役を除く）に対し、業績目標の達成度に応じて当社株式を交付
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会社役員の状況

4)取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は、2001年３月15日開催の臨時株主総会において年額250百万円以内（ただし、使用

人分給与は含みません。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名です。
また、2019年６月27日開催の第27期定時株主総会において、この報酬限度額とは別枠で取締役（社外取締

役を除きます。）を対象に、当社が金銭を拠出することにより設定する信託の仕組みによる業績連動型株式報
酬制度の導入を決議いただいております。当該信託に拠出する金銭の限度額は、2020年３月31日で終了する
事業年度から2026年３月31日で終了する事業年度までの７事業年度の合計で581百万円であります。当該株
主総会終結時点の取締役（社外取締役を除きます。）の員数は４名です。

監査役の報酬限度額は、2001年３月15日開催の臨時株主総会において年額50百万円以内と決議いただいて
おります。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

5)役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2021年２月23日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決

議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬諮問委員会へ
諮問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法および決
定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申
が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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会社役員の状況

1. 基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連

動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針と
する。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬および業績連動型株式報酬により構成
し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。

2. 基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針
を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、十分見合う報酬体系のもと、当社の業績および個人の貢献度
を踏まえて決定するものとする。月例の固定報酬は、毎期、任意の指名・報酬諮問委員会（アドバイザリー・ボー
ド（経営諮問委員会）の構成員および独立社外取締役で構成）の答申を踏まえた見直しを行うものとする。

3. 非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関す
る方針を含む。)

非金銭報酬等は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めるため業績指標を反映した業績
連動型株式報酬とし、各事業年度の連結営業利益の目標値に対する達成度合いに応じて、原則として退任時に支給
する。目標となる業績指標とその値は、原則として毎年期初に設定し、任意の指名・報酬諮問委員会の答申を踏ま
えた見直しを行うものとする。

4. 金銭報酬の額、または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業を

ベンチマークとする報酬水準を踏まえ、任意の指名・報酬諮問委員会において検討を行う。取締役会（5の委任を受
けた代表取締役社長）は任意の指名・報酬諮問委員会の答申内容を尊重し，当該答申で示された種類別の報酬割合
を踏まえて取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。

5. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額および業績連動型株式報酬については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容に

ついて委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の担当事業の業績を踏
まえた業績連動型株式報酬の評価配分とする。代表取締役社長は、任意の指名・報酬諮問委員会に原案を諮問し答
申を得るものとし、株主総会で決議された報酬枠の範囲内で、当該答申の内容を踏まえて決定をしなければならな
いこととする。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

6)取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役会は、代表取締役社長最高経営責任者平澤創氏に対し各取締役の基本報酬の額の決定を委任しており

ます。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締
役社長兼最高経営責任者が適していると判断したためであります。なお、委任内容の決定にあたっては、事前
に指名・報酬諮問委員会がその妥当性等について確認しております。

7)社外役員が当社の親会社等または当社の親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬等の総額
当事業年度において、社外役員が親会社等または親会社等の子会社等（当社を除く）から、役員として受け

た報酬等の総額は３百万円であります。
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会社役員の状況

地位 氏名 兼職状況

取締役 別 所 哲 也

株式会社パシフィックボイス代表取締役
ショートショートフィルムフェスティバル＆アジア代表
株式会社ビジュアルボイス代表取締役
観光庁VISIT JAPAN大使
株式会社キャスティングボイス代表取締役社長
横浜市専門委員

取締役 正宗エリザベス

国立大学法人千葉大学経営協議会委員
株式会社＠アジア・アソシエイツ・ジャパン代表取締役
株式会社アドバンジェン取締役
東京商工会議所日豪経済委員会次世代リーダープログラム担当委員
株式会社パソナグループ顧問
株式会社パソナグループ淡路ユースフェデレーション専務理事
荒川化学工業株式会社取締役
テクノホライゾン株式会社顧問

取締役 水 戸 重 之

TMI総合法律事務所パートナー弁護士
株式会社ブロッコリー監査役
株式会社タカラトミー取締役
吉本興業ホールディングス株式会社取締役
株式会社湘南ベルマーレ監査役
株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン取締役

取締役 瀧 口 　 匡

ウエルインベストメント株式会社代表取締役社長
早稲田大学アントレプレヌール研究会理事
ウエル・アセット・マネジメント株式会社取締役
科学技術振興機構STARTプログラム代表事業プロモーター
学校法人早稲田大学客員教授
日本ベンチャー学会理事
VALUENEX株式会社取締役
株式会社オプトラン取締役

③ 社外役員に関する事項
1)他の法人等の業務執行者、社外役員の兼職状況
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会社役員の状況

地位 氏名 兼職状況

監査役 清 水 　 章

公認会計士・税理士（清水公認会計士・税理士事務所）
グッディポイント株式会社監査役
東銀座監査法人社員
地主株式会社取締役（監査等委員）

監査役 菅 谷 貴 子

弁護士（山田・尾﨑法律事務所）
日本コロムビア株式会社監査役
トーセイ・リート投資法人監督役員
ライオン株式会社取締役
東京中小企業投資育成株式会社取締役
極東証券株式会社取締役

･ 取締役別所哲也氏が兼職している株式会社パシフィックボイス、ショートショートフィルムフェスティバル＆アジア、株式会社ビジュアル
ボイス、観光庁、株式会社キャスティングボイスおよび横浜市と当社との間には、特別な関係はありません。

･ 取締役正宗エリザベス氏が兼職している国立大学法人千葉大学、株式会社＠アジア・アソシエイツ・ジャパン、株式会社アドバンジェン、
東京商工会議所、株式会社パソナグループ、荒川化学工業株式会社およびテクノホライゾン株式会社と当社との間には、特別な関係はあり
ません。

･ 取締役水戸重之氏が兼職しているTMI総合法律事務所、株式会社ブロッコリー、株式会社タカラトミー、吉本興業ホールディングス株式会
社、株式会社湘南ベルマーレおよび株式会社ゴルフダイジェスト・オンラインと当社との間には、特別な関係はありません。

･ 取締役瀧口匡氏が兼職しているウエルインベストメント株式会社は当社が出資する早稲田１号投資事業有限責任組合の無限責任組合員であ
りますが、その出資額は当社の当期連結決算における総資産の0.3％未満であり、僅少であります。同氏が兼職しているVALUENEX株式会
社は、当社が出資する早稲田１号投資事業有限責任組合の出資先であります。また、同氏が兼職している早稲田大学アントレプレヌール研
究会、ウエル・アセット・マネジメント株式会社、科学技術振興機構、学校法人早稲田大学、日本ベンチャー学会および株式会社オプトラ
ンと当社との間には、特別な関係はありません。

･ 監査役清水章氏が兼職しているグッディポイント株式会社は当社の子会社であり、当社と同社との間には取引関係があります。また、同氏
が兼職している清水公認会計士・税理士事務所、東銀座監査法人および地主株式会社と当社との間には、特別な関係はありません。

･ 監査役菅谷貴子氏が兼職している山田・尾﨑法律事務所と当社との間には法律業務にかかる取引関係がありますが、その取引額は当社の当
期連結決算における売上高の0.01％未満であり、僅少であります。同氏が兼職している日本コロムビア株式会社は当社の子会社であり、
当社と同社との間には取引関係があります。また、同氏が兼職しているトーセイ・リート投資法人、ライオン株式会社、東京中小企業投資
育成株式会社および極東証券株式会社と当社との間には、特別な関係はありません。
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会社役員の状況

地位 氏名 主な活動状況
および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 別 所 哲 也

当事業年度開催の取締役会14回のうち11回に出席。報告事項や決議事項につ
いて、経験豊富な経営者の観点から有用なご指摘、ご意見をいただいておりま
す。
また、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員会の委員として、
当社の役員候補者の指名方針・報酬方針等の決定過程における監督機能を担っ
ております。

取締役 正宗エリザベス

当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に出席。報告事項や決議事項につ
いて、経験豊富な経営者の観点から有用なご指摘、ご意見をいただいておりま
す。
また、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員会の委員として、
当社の役員候補者の指名方針・報酬方針等の決定過程における監督機能を担っ
ております。

取締役 水 戸 重 之

当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に出席。報告事項や決議事項につ
いて、経験豊富な弁護士の観点から有用なご指摘、ご意見をいただいておりま
す。
また、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員会の委員として、
当社の役員候補者の指名方針・報酬方針等の決定過程における監督機能を担っ
ております。

取締役 瀧 口 　 匡

当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に出席。報告事項や決議事項につ
いて、経験豊富な経営者の観点から有用なご指摘、ご意見をいただいておりま
す。
また、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員会の委員として、
当社の役員候補者の指名方針・報酬方針等の決定過程における監督機能を担っ
ております。

監査役 清 水 　 章
当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に、また監査役会19回のうち18回
に出席。公認会計士および税理士としての専門性に基づき、客観的な立場から
有用なご指摘、ご意見をいただいております。

監査役 菅 谷 貴 子
当事業年度開催の取締役会14回のうち13回に、また監査役会19回のうち19回
に出席。弁護士としての専門性に基づき、客観的な立場から有用なご指摘、ご
意見をいただいております。

2)当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

① 名　　　称 太陽有限責任監査法人

区分 報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 51百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 99百万円

(3) 会計監査人の状況

（注）　当社の会計監査人でありましたEY新日本有限責任監査法人は、2021年６月25日開催の第29期定時株主総会終結の時をもって退任いたしま
した。

② 報酬等の額

（注）　1)当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2)監査役会は、公益社団法人日本監査役協会の実務指針を参考にして、会計監査人の監査計画、監査の実施状況および報酬見積りの算出根拠
などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨および解任の理由を報告いたします。
　なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査
人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断したう
えで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

27



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/05/25 17:26:51 / 21826693_株式会社フェイス_招集通知

業務の適正を確保するための体制

(4) 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保
するための体制についての決定内容の概要は次のとおりであります。
① 当社およびその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」といいます）の取締役および使用
人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
1)当社の代表取締役は、当社グループの企業理念、倫理方針およびコンプライアンス行動基準を策定し、当社
グループ内に推進・定着させるとともに、自らかかる企業理念等に則した経営に率先して取り組んでまいり
ます。

2)上記企業理念等に沿った当社グループ全体のコーポレート・ガバナンス体制の構築と徹底を図るため、内部
統制委員会を設置しております。

3)当社に内部監査室を置き、当社グループ全体について、各子会社の規模、業態に応じて業務の適正性を監査
しております。また、公正性･客観性を確保するために外部機関を通じた監査も実施しております。

4)当社グループ外有識者により構成される「アドバイザリー・ボード（経営諮問委員会）」を設置し、当社グ
ループ全体のコンプライアンス体制の向上と事業戦略決定プロセスの強化を図っております。

5)当社グループ全体のコンプライアンス体制の強化と徹底を図るため、当社の代表取締役を委員長とした「グ
ループコンプライアンス委員会」を設置しております。

6)当社グループ内における法令違反その他のコンプライアンス違反を匿名でも実名でも申告、相談できる「グ
ループ内部通報制度」を構築し、当社グループ内および第三者機関に窓口を設置しております。

7)反社会的勢力とは一切の関係を遮断することをコンプライアンス行動基準に定め、不当要求等に対しては、
警察等の外部専門機関と緊密に連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応することとしております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
1)総務部担当役員は、法令および文書管理規程に基づき、次の文書（電磁的記録を含む）を関連資料とともに
適切に保存し、かつ管理することとしております。
・株主総会議事録
・取締役会議事録
・計算書類等
・その他経営上重要な文書

2)総務部担当役員は、上記1)に掲げる文書以外の文書についても、その重要度に応じて、文書管理規程に定め
た期間保存し、かつ管理することとしております。

3)総務部担当役員は、取締役および使用人に対して、文書管理規程に従って文書の保存、管理を適正に行うよ
う指導することとしております。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1)当社は、当社グループ全体の事業活動に潜在する様々なリスクの管理について定めるグループリスク管理規
程を策定し、各子会社の規模、業態に応じて当社グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する体制を
構築することとしております。
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業務の適正を確保するための体制

2)大規模な事故、災害等が発生した場合や緊急時には、事業の継続を確保するための体制を整備することとし
ております。

3)経営に重大な影響をもたらす事態が発生した場合には、代表取締役を本部長とし、必要な人員で組織する危
機対策本部を設置するなどの対策を講じることとしております。

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1)当社グループは、取締役会を原則毎月１回開催し、経営に関する重要事項について決定しております。
2)当社は、事業の多様化に伴い、職務分掌や決裁権限を明確にするため稟議規程、職務権限規程および指揮命
令系統を整備し、子会社においてもこれに準拠した体制を構築することとしております。

3)当社は、社外取締役を置き、職務執行の公正性・客観性を確保することとしております。
4)当社は、取締役が迅速に意思決定し、経営の監督に注力できるよう執行役員制度を活用することとしており
ます。

5)当社は、原則、毎月開催される経営会議（構成員：取締役、執行役員等）において、経営上、重要な事項を
協議、検討することとしております。

⑤ 次に掲げる体制その他当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
1)当社グループ各社における業務の適正を確保するため、関係会社管理規程に基づき、当社グループ各社に対
して経営内容に関する当社への定期的な報告を義務付けるとともに、当社グループ各社の状況に応じて必要
な運営管理および支援業務を行うこととしております。

2)重要な子会社に対しては、当社の役員および使用人を当該子会社の取締役および監査役として派遣し、当該
子会社を管理、監督することとしております。

3)子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容を定期的に報告させ、重要案件については事
前に協議を行うこととしております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項なら
びに当該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
1)監査役が求めた場合は、職務を補助する使用人を配置することとしております。
2)上記使用人は、当該補助業務に限っては監査役の指揮命令に服し、取締役その他の使用人の指揮命令は受け
ないこととしております。

3)取締役からの独立性を確保するため、上記使用人の異動、懲戒等については監査役の同意を得ることとして
おります。

4)上記使用人は、監査役の職務を補助する業務の遂行にあたり、必要な情報のすべてを収集できるものとして
おります。
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業務の適正を確保するための体制

⑦ 当社グループの取締役・監査役等および使用人（以下、あわせて「当社グループ役職員」といいま
す）が当社の監査役に報告をするための体制
1)コンプライアンスおよびリスクに関する事項等、当社グループに著しい損害を与えるおそれのある事実を発
見した当社グループ役職員、またはこれらの者から報告を受けた当社グループ役職員は、当社の監査役に対
してただちに報告することとしております。

2)当社グループ役職員は、当社の監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報
告することとしております。

3)内部統制委員会、内部監査室およびグループコンプライアンス委員会は、その職務の内容に応じ、当社の監
査役に対して随時報告を行うこととしております。

4)グループコンプライアンス委員会は、当社の監査役から、当社グループ役職員からの内部通報の状況につい
て報告を求められた場合には、通報者の匿名性に必要な処置をしたうえで当社の監査役に対して報告を行う
こととしております。

⑧ 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
　当社は、前項に従い監査役への報告を行った当社グループ役職員に対し、当該報告を行ったことを理由として
不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループ役職員に周知徹底しております。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、当社所定の手続により当
該請求にかかる費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該
費用または債務を処理することとしております。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1)監査役は、取締役会のほか、経営会議その他重要な会議に出席（第６項に定める使用人による代理出席を含
む）することができるほか、重要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧することができます。

2)監査役は、定期的に会計監査人から会計監査の方法および結果について報告を受け、意見を交換することと
しております。

3)監査役は、内部監査室と緊密な連携を図ることとしております。
4)監査役は、必要に応じて弁護士、公認会計士、税理士等の外部の専門家との間で情報交換を行い、助言を受
けることとしております。

5)監査役は、代表取締役との定期的な意見交換を実施することとしております。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、金融商品取引法および関係諸法令等に基づき、財務報告の信頼性を確保し、内部統制報告が有効かつ
適切に行われるような内部統制システムを構築・整備するとともに、その仕組みが適正に機能することを継続的
に評価し、必要な是正を行うこととしております。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりであります。
① コンプライアンス
1)グループコンプライアンス委員会において、当社グループ内で発見された法令違反・不正行為等の是正措置
や再発防止措置等を検討および策定しております。

2)相談および通報窓口である「グループ内部通報制度」の運営状況は、グループコンプライアンス委員会にお
いて報告しております。

3)当社グループ役職員の行動基準として「フェイス・グループ・コンプライアンス行動基準」を定め、遵守事
項の周知徹底、助言、指導などの活動を行っております。

② リスク管理
1)当社グループの危機管理に関する基本的事項について、グループリスク管理規程に定めております。
2)不測の事態が生じた場合、事実関係の調査および評価を行い、その結果を受けて、代表取締役社長を本部長
とする危機対策本部を設置し、その対応策等の検討や審議を行うこととしております。

3)緊急連絡先への報告制度を構築し、リスクを一元的に収集・分類することで危機管理に必要な体制を整備し
ております。

③ グループ管理
1)関係会社管理規程に従い、当社の経営企画部が中心となって定期的にグループ会社の業務運営を監督し、適
正な管理を実施しております。

2)当社グループにおける経営戦略・方針の策定および企業集団としてのシナジーに関する検討を行うため、常
勤取締役、執行役員、幹部職員および各子会社の社長が出席するグループ戦略会議を実施しております。

④ 取締役の職務執行
1)当社グループの内部統制システムの整備・運用状況について、内部統制委員会がモニタリングを実施し、そ
の評価結果を最高財務責任者に報告しております。当事業年度におきまして、開示すべき重要な不備は発見
されておりません。

2)取締役の迅速な意思決定と機能強化を目的として、執行役員制度を導入するとともに、社外取締役を登用
し、職務執行の公正性および客観性を確保しております。

3)当事業年度におきまして、取締役会を14回、経営会議を12回開催いたしました。
⑤ 監査役
1)監査役は、取締役会や経営会議等重要な会議への出席のほか、当社の代表取締役社長や会計監査人、内部監
査室、当社グループ会社の取締役および監査役等との間で定期的に情報交換を行うことにより、取締役の職
務の執行について監査をしております。

2)当事業年度におきまして、監査役会は19回開催し、監査役相互による意見交換を行っております。

(6) 剰余金の配当等に関する決定方針
　当社は、今後も企業体質の強化および積極的な事業投資に備えた資金確保を優先し、継続的な安
定配当を行うという基本方針のもと、株主への利益還元についても重要な経営課題と認識してお
り、経営成績および財政状態を勘案しつつ利益配当を検討する所存であります。
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連結貸借対照表

連結計算書類

連結貸借対照表 (単位：千円)

科目 2022年３月31日現在 科目 2022年３月31日現在

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
有価証券
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
未収還付法人税等
契約資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具器具備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
のれん
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

15,510,681
11,536,650

8,296
2,038,607
224,003
336,103
499,421
104,241
141,976

370
639,337
△18,325
9,781,112
3,454,136
1,337,297
39,567
80,837

1,558,120
438,313
1,657,338
1,270,938
118,913
267,486
4,669,638
3,528,354
705,202
1,071,430
△635,348　

負債の部
流動負債 6,622,077
支払手形及び買掛金 1,401,065
短期借入金 340,000
１年以内長期借入金 217,700
未払金 678,160
未払費用 2,888,759
未払法人税等 119,451
賞与引当金 238,261
契約負債 49,569
その他 689,109

固定負債 1,551,979
長期借入金 162,150
退職給付に係る負債 542,544
役員株式報酬引当金 39,691
資産除去債務 39,283
繰延税金負債 765,118
その他 3,191

負債合計 8,174,057
純資産の部
株主資本 15,329,560
資本金 3,218,000
資本剰余金 2,840,498
利益剰余金 10,393,392
自己株式 △1,122,330
その他の包括利益累計額 1,788,177
その他有価証券評価差額金 1,740,714
為替換算調整勘定 △8,881
退職給付に係る調整累計額 56,343
純資産合計 17,117,737

資産合計 25,291,794 負債・純資産合計 25,291,794
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡)
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連結損益計算書

連結損益計算書 (単位：千円)

科目 2021年４月１日から
2022年３月31日まで

売上高 15,311,830
売上原価 9,495,071
売上総利益 5,816,758
販売費及び一般管理費 5,908,760
営業損失 92,001
営業外収益 443,749
受取利息 125
受取配当金 4,259
有価証券利息 11
為替差益 568
投資事業組合運用益 153,510
持分法による投資利益 33,407
助成金収入 234,878
雑収入 16,987
営業外費用 214,820
支払利息 4,419
有価証券評価損 6,586
投資事業組合運用損 201,816
雑支出 1,997
経常利益 136,927
特別利益 34,255
固定資産売却益
投資有価証券売却益

141
34,114

特別損失 163,075
固定資産処分損
子会社清算損

42
29,756

投資有価証券評価損 104,940
減損損失 28,336
税金等調整前当期純利益 8,106
法人税、住民税及び事業税 235,436
法人税等調整額 106,323
当期純損失 333,652
非支配株主に帰属する当期純損失 －
親会社株主に帰属する当期純損失 333,652
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡)
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
(2021年４月１日から2022年３月31日まで) (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2021年４月１日期首残高 3,218,000 2,840,667 10,698,825 △1,121,619 15,635,873
会計方針の変更による累
積的影響額 157,121 157,121
会計方針の変更を反映し
た2021年4月1日期首残
高

3,218,000 2,840,667 10,855,946 △1,121,619 15,792,994

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △128,900 △128,900
親会社株主に帰属する
当期純損失 △333,652 △333,652

自己株式の取得 △838 △838
自己株式の処分 △90 126 36
連結子会社株式の取得に
よる持分の増減 △78 △78

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △168 △462,553 △711 △463,433
2022年3月31日期末残高 3,218,000 2,840,498 10,393,392 △1,122,330 15,329,560
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連結株主資本等変動計算書

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益累計額合計

2021年４月１日期首残高 1,987,860 △30,807 34,719 1,991,773 － 17,627,646
会計方針の変更による累
積的影響額 157,121
会計方針の変更を反映し
た2021年4月1日期首残
高

1,987,860 △30,807 34,719 1,991,773 － 17,784,767

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △128,900
親会社株主に帰属する
当期純損失 △333,652

自己株式の取得 △838
自己株式の処分 36
連結子会社株式の取得に
よる持分の増減 △78

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △247,145 21,925 21,624 △203,595 △203,595

連結会計年度中の変動額合計 △247,145 21,925 21,624 △203,595 － △667,029
2022年3月31日期末残高 1,740,714 △8,881 56,343 1,788,177 － 17,117,737
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡)
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貸借対照表

計算書類

貸借対照表 (単位：千円)
科目 2022年３月31日現在 科目 2022年３月31日現在

資産の部
流動資産
現金及び預金
売掛金
有価証券
商品及び製品
前払費用
未収還付法人税等
短期貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
車両運搬具
工具器具備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
のれん
ソフトウエア
電話加入権
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
その他　

3,769,932
2,622,497
240,951
224,003
4,555
31,335
54,234

2,142,000
55,212

△1,604,858
15,176,324
3,346,774
1,288,323

3,592
12,603
46,610

1,557,331
438,313
18,605
1,000
6,071
1,584
9,950

11,810,944
3,005,113
8,652,818
153,011　

負債の部
流動負債 1,797,616
買掛金 50,514
１年以内長期借入金 185,100
未払金 239,878
未払法人税等 23,875
未払費用 30,659
預り金 1,169,856
賞与引当金 54,446
その他 43,285

固定負債 1,156,057
長期借入金 162,150
繰延税金負債 744,719
退職給付引当金 52,651
役員株式報酬引当金 27,452
関係会社事業損失引当金 129,713
その他 39,370

負債合計 2,953,673
純資産の部
株主資本 14,298,798
資本金 3,218,000
資本剰余金 5,405,180
資本準備金 3,708,355
その他資本剰余金 1,696,825
利益剰余金 6,797,949
利益準備金 1,500
その他利益剰余金 6,796,449
別途積立金 4,500,000
繰越利益剰余金 2,296,449

自己株式 △1,122,330
評価・換算差額等 1,693,784
その他有価証券評価差額金 1,693,784

純資産合計 15,992,583
資産合計 18,946,257 負債・純資産合計 18,946,257
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡)
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損益計算書

損益計算書 (単位：千円)

科目 2021年４月１日から
2022年３月31日まで

売上高 1,969,949
売上原価 1,020,389
売上総利益 949,560
販売費及び一般管理費 1,462,789
営業損失 513,229
営業外収益 368,951
受取利息 28,789
受取配当金 251,400
為替差益 1,231
有価証券利息 11
投資事業組合運用益 66,179
貸倒引当金戻入額 17,540
関係会社事業損失引当金戻入益 1,341
雑収入 2,456
営業外費用 277,015
支払利息 1,855
支払手数料 220
有価証券評価損 6,586
投資事業組合運用損 1,974
貸倒引当金繰入額 150,698
関係会社事業損失引当金繰入額 115,680
経常損失 421,293
特別利益 34,114
投資有価証券売却益 34,114
特別損失 44,356
関係会社株式評価損 16,019
減損損失 28,336
税引前当期純損失 431,535
法人税、住民税及び事業税 5,027
当期純損失 436,563
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡)
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
(2021年４月１日から2022年３月31日まで) (単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資 本

準 備 金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利益剰余金
合    計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

2021年４月１日期首
残高 3,218,000 3,708,355 1,696,916 5,405,271 1,500 4,500,000 2,770,962 7,272,462 △1,121,619 14,774,113
会計方針の変更による
累積的影響額 90,951 90,951 90,951
会計方針の変更を反映
した当期首残高 3,218,000 3,708,355 1,696,916 5,405,271 1,500 4,500,000 2,861,913 7,363,413 △1,121,619 14,865,064

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △128,900 △128,900 △128,900

当期純損失 △436,563 △436,563 △436,563

自己株式の取得 △838 △838

自己株式の処分 △90 △90 126 36
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

事業年度中の変動額
合計 ー ー △90 △90 ー ー △565,464 △565,464 △711 △566,266
2022年３月31日期末
残高 3,218,000 3,708,355 1,696,825 5,405,180 1,500 4,500,000 2,296,449 6,797,949 △1,122,330 14,298,798
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株主資本等変動計算書

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2021年４月１日期首
残高 1,963,739 1,963,739 16,737,853
会計方針の変更による
累積的影響額 90,951
会計方針の変更を反映
した当期首残高 1,963,739 1,963,739 16,828,804

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △128,900

当期純損失 △436,563

自己株式の取得 △838

自己株式の処分 36
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

△269,954 △269,954 △269,954

事業年度中の変動額
合計 △269,954 △269,954 △836,220
2022年３月31日期末
残高 1,693,784 1,693,784 15,992,583

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡)
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

株式会社フェイス
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 本 間 洋 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 口 昌 良 ㊞

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フェイスの2021年4月1日か
ら2022年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社フェイス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は 2022年５月17日開催の取締役
会において自己株式の取得に係る事項について決議し、自己株式の取得を実施している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

株式会社フェイス
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 本 間 洋 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 口 昌 良 ㊞

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フェイスの2021年４月
１日から2022年３月31日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書(以下「計算書類等」という。)
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は 2022年５月17日開催の取締役
会において自己株式の取得に係る事項について決議し、自己株式の取得を実施している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

会計監査人の監査報告書　謄本
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会計監査人の監査報告書謄本

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

45



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/05/25 17:26:51 / 21826693_株式会社フェイス_招集通知

監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第30期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所に関して業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告書　謄本
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監査役会の監査報告書謄本

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月20日

株式会社フェイス 監査役会
　常勤監査役 長 𠮷 　 晋 ㊞
　社外監査役 清 水 　 章 ㊞
　社外監査役 菅 谷 貴 子 ㊞

　

以　上
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定款一部変更議案

株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
議案および参考事項

１. 提案の理由
①現行定款第２条（目的）の事業目的につき、当社および子会社の事業の多様化に対応するため、新たに追加する

とともに、重複する項目の整理・統合によりその明確化を図るものであります。
②「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改正規定が2022年

９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり
定款を変更するものであります。

　(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが義務付けられ
ることから、変更案第16条（電子提供措置等）第１項を新設するものであります。

　(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を請求した株主
に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更
案第16条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

　(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第16条（株主総会参考書類等のインターネット
開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであります。

　(4) 上記の新設および削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附則は期日経過
後に削除するものといたします。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）
第２条　 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 第２条　 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

(１)  コンピュータソフトウェアおよびコンピュータネット
ワークシステムの設計、開発、ライセンス、販売、運
用、保守およびコンサルティング

(２)  コンピュータ、コンピュータ周辺機器、事務機器、通
信機器、電子音響機器および楽器の仕入れ、製造およ
び販売

(３)  コンテンツ配信技術の開発、ライセンスおよびコンサ
ルティング

(４)  工業所有権およびノウハウの取得、実施、保全および
ライセンス

(５)  映像、音楽、ソフトウェア、データの制作、利用、配
信、販売およびライセンスならびにこれらに係る著作
物の利用の開発

(６)  映像・音楽に係る原盤（コンパクトディスク、ビデオ
等を含む）その他の媒体の企画、製作、販売および許
諾

(７)  映像および音楽に係る著作権等の財産権の取得、譲
渡、貸与および管理

(８)  音楽等エンタテイメント事業の企画および制作
(９)  アーティストの育成およびマネジメント
(10) 楽譜、書籍等の出版業（電子出版を含む）
(11) キャラクターの企画、開発およびデザインのライセン

ス
(12) インターネットを利用したゲームの配信
(13) 化粧品および美容・健康関連商品の企画、販売
(14) 美容・健康食品の企画、販売および当該商品の店舗運

営
(15) 食料品、栄養補助食品、清涼飲料水の企画、販売
(16) インターネット、携帯情報端末機を利用した医療およ

び健康情報の管理・運営・配信サービス
(17) 医療および健康に関するイベントの企画および実施

(１)  ソフトウェアおよびシステムの設計、開発、ライセン
ス、販売、運用、保守およびコンサルティング

(２)  情報機器、事務機器、通信機器、音響機器その他機械
器具、楽器の企画、製造および販売、賃貸借

(３)  著作権、著作隣接権、ノウハウその他の知的財産権の
取得、譲渡、貸与、実施、管理およびライセンス

(４)  映像、音楽、ゲーム等コンテンツの企画、制作、利
用、放送、配信、販売およびライセンスならびにこれ
らに係る著作物の利用の開発

(５)  エンタテインメント事業
(６)  アーティストの育成およびマネジメント
(７)  楽譜、書籍等の出版業（電子出版を含む）
(８)  キャラクターの企画、開発およびデザインのライセン

ス
(９)  食料品、酒類、清涼飲料水、化粧品、日用品・服飾雑

貨、美容・健康関連商品の企画、製造、卸売、小売、
販売および輸出入

(10) 古物営業法に基づく古物営業
(11) 医療、福祉および健康関連事業
(12) 通信販売業務、電子商取引業務（インターネット等に

よる商品販売業務）
(13) 有料職業紹介および労働者派遣事業
(14) 経営上必要と認める会社の事業への投資、金銭の貸

付、債務の保証、経営指導および業務受託
(15) 広告代理業務
(16) 商業施設（ホテル、旅館、飲食店、ショールーム、多

目的ホールを含む）、公共施設の運営および管理
(17) 旅行業法に基づく旅行業
(18) 住宅宿泊事業法に基づく住宅宿泊事業、住宅宿泊管理

業および住宅宿泊仲介業

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
(18) 医療および健康関連商品、介護用品の販売およびリー

ス
(19) 通信販売業務
(20) 電子商取引（インターネット等による商品販売）
(21) 有料職業紹介および労働者派遣事業
(22) 経営上必要と認める会社の事業への投資、金銭の貸

付、債務の保証、経営指導および業務受託
(23) 広告代理業務
(24) ショールーム、多目的ホールおよび文化教室の運営お

よび管理
(25) 電子マネーを用いた会員向けポイントカード、プリペ

イドカードの発行、販売および管理
(26) 不動産の賃貸借
(27) 子会社に対する経営指導・支援に関する業務
(28) 子会社に対する経営管理、財務管理、人事労務管理、

広報、法務・知的財産管理および総務の指導ならびに
関連事務処理の受託

(29) 前各号に付帯または関連する一切の業務

(19) ポイントカード、プリペイドカードの発行、販売およ
び管理

(20) 金融商品取引法に規定する、第一種金融商品取引業、
第二種金融商品取引業、投資運用業、投資助言・代理
業および金融商品仲介業その他金融業

(21) 不動産の売買、賃貸借およびこれらの仲介
(22) 地域開発、観光開発等の企画および運営
(23) 農業に関する事業
(24) 教育関連事業
(25) 子会社に対する経営指導、支援および関連事務処理の

受託
(26) 前各号に付帯または関連する一切の業務

第３条～第15条（条文省略） 第３条～第15条（現行どおり）

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供） （削　　除）
第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書

類、事業報告、計算書類および連結計算書類に記載ま
たは表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定め
るところに従いインターネットを利用する方法で開示
することにより、株主に対して提供したものとみなす
ことができる。
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案
（新　　設） （電子提供措置等）

第16条　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類
等の内容である情報について、電子提供措置をとるも
のとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で
定めるものの全部または一部について、議決権の基準
日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面
に記載しないことができる。

第17条～第40条（条文省略） 第17条～第40条（現行どおり）

（新　　設） （附則）
１．現行定款第16条（株主総会参考書類等のインターネッ

ト開示とみなし提供）の削除および変更案第16条（電
子提供措置等）の新設は、会社法の一部を改正する法
律（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規
定する改正規定の施行の日である2022年９月１日
（以下「施行日」という）から効力を生ずるものとす
る。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から６か月以内の日
を株主総会の日とする株主総会については、現行定款
第16条はなお効力を有する。

３．本附則は、施行日から６か月を経過した日または前項
の株主総会の日から３か月を経過した日のいずれか遅
い日後にこれを削除する。
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取締役選任議案

第２号議案 取締役８名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の地位および担当等 属　性

1 ひ ら

平
さ わ

澤
 

　
 

　
はじめ

創
代表取締役社長　最高経営責任者
株式会社八創代表取締役
日本コロムビア株式会社取締役会長
株式会社ドリーミュージック取締役会長
株式会社ワクワクワークス取締役会長
株式会社フューチャーレコーズ取締役会長
株式会社Genesis1代表取締役

再 任
　

2 よ し

吉
だ

田
 

　
し ん

眞
い ち

市
取締役副社長
日本コロムビア株式会社取締役副会長
株式会社ドリーミュージック取締役副会長

再 任
　

3 な か

中
に し

西
 

　
ま さ

正
と

人
専務取締役　最高戦略責任者
株式会社ワクワクワークス代表取締役副社長
株式会社フェイス・ワンダワークス代表取締役社長
株式会社フェイス・プロパティー代表取締役社長
株式会社リバレント取締役

再 任
　

4 す ず

鈴
き

木
 

　
ち

千
か

佳
よ

代
執行役員　最高財務責任者
日本コロムビア株式会社取締役
株式会社フェイスフューチャーファンド代表取締役
BIJIN & Co.株式会社取締役

新 任
　

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役会の経営監督機能の
強化を図るため取締役１名を増員することとし、社外取締役４名を含む取締役８名の選任をお願いするものでありま
す。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号 氏　名 現在の地位および担当等 属　性

５ べ っ

別
し ょ

所
 

　
て つ

哲
や

也
取締役
株式会社パシフィックボイス代表取締役
ショートショートフィルムフェスティバル＆アジア代表
株式会社ビジュアルボイス代表取締役
観光庁VISIT JAPAN大使
株式会社キャスティングボイス代表取締役社長
横浜市専門委員

再 任
　

社 外
　

独 立
　

6 ま さ

正
む ね

宗
 

　エリザベス

取締役
国立大学法人千葉大学経営協議会委員
株式会社＠アジア・アソシエイツ・ジャパン代表取締役
株式会社アドバンジェン取締役
東京商工会議所日豪経済委員会次世代リーダープログラム担当委員
株式会社パソナグループ顧問
株式会社パソナグループ淡路ユースフェデレーション専務理事
荒川化学工業株式会社取締役
テクノホライゾン株式会社顧問

再 任 社 外
　

独 立
　

7 み

水
と

戸
 

　
し げ

重
ゆ き

之
取締役
TMI総合法律事務所パートナー弁護士
株式会社ブロッコリー監査役
株式会社タカラトミー取締役
吉本興業ホールディングス株式会社取締役
株式会社湘南ベルマーレ監査役
株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン取締役

再 任 社 外
　

独 立
　

８ た き

瀧
ぐ ち

口
 

　
 

　
ただし

匡
取締役
ウエルインベストメント株式会社代表取締役社長
早稲田大学アントレプレヌール研究会理事
ウエル・アセット・マネジメント株式会社取締役
学校法人早稲田大学客員教授
日本ベンチャー学会理事
VALUENEX株式会社取締役
株式会社オプトラン取締役

再 任 社 外
　

独 立
　

再 任
　

再任取締役候補者 新 任
　

新任取締役候補者 社 外
　

社外取締役候補者 独 立
　

証券取引所等の定めに基づく独立役員
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取締役選任議案

候補者番号
ひ ら

平
 

 
さ わ

澤
 

　
は じ め

創（1967年３月26日生）
所有する当社の株式数 4,824,938株
取締役会出席状況 14/14回　　

1
再 任

　     1990年    4 月 任天堂株式会社入社
    1992年    10月 当社創業 代表取締役社長（現任）
    2003年    3 月 株式会社八創代表取締役（現任）
    2010年    4 月 コロムビアミュージックエンタテインメント株式会社（現日本コロムビア株式会社）取締役

同社取締役会会長
    2010年    6 月 同社取締役会長（現任）
    2017年    3 月 株式会社ドリーミュージック取締役会長（現任）
    2017年    5 月 株式会社ワクワクワークス取締役会長（現任)
    2017年    7 月 当社最高経営責任者（現任)
    2018年    6 月 株式会社フューチャーレコーズ取締役会長（現任)
    2020年    7 月 株式会社Genesis1代表取締役（現任）

選任理由
当社創業経営者であり、企業経営における幅広い見識と豊かな経験および卓越したリーダーシッ
プの発揮により当社の企業価値向上を実現することが期待できるため、引き続き取締役候補者と
いたしました。

[略歴、当社における地位および担当]

[重要な兼職の状況]
株式会社八創代表取締役
日本コロムビア株式会社取締役会長
株式会社ドリーミュージック取締役会長
株式会社ワクワクワークス取締役会長
株式会社フューチャーレコーズ取締役会長
株式会社Genesis1代表取締役
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取締役選任議案

候補者番号
よ し

吉
 

 
だ

田
 

　
し ん

眞
 

 
い ち

市（1968年３月10日生）
所有する当社の株式数 14,122株
取締役会出席状況 14/14回　　

2
再 任

　     1991年    4 月 伊藤忠商事株式会社入社
    2003年    1 月 株式会社ブロッコリー入社
    2003年    5 月 同社取締役
    2004年    5 月 同社常務取締役
    2005年    5 月 同社代表取締役社長
    2007年    6 月 株式会社磐梯インベストメンツディレクター
    2009年    1 月 当社上席執行役員
    2009年    4 月 株式会社フェイス・ワンダワークス代表取締役社長
    2010年    4 月 コロムビアミュージックエンタテインメント株式会社（現日本コロムビア株式会社）取締役
    2010年    6 月 株式会社ウェブマネー代表取締役社長
    2013年    6 月 日本コロムビア株式会社取締役

当社フェイス・グループ参与
    2014年    1 月 日本コロムビア株式会社代表取締役副社長

コロムビア・マーケティング株式会社代表取締役社長
コロムビアソングス株式会社代表取締役副社長

    2015年    4 月 日本コロムビア株式会社代表取締役社長
    2016年    6 月 コロムビア・マーケティング株式会社取締役会長

コロムビアソングス株式会社取締役会長
    2017年    8 月 当社取締役副社長（現任)

当社最高執行責任者
日本コロムビア株式会社取締役副会長（現任)
株式会社ドリーミュージック取締役副会長（現任）

選任理由
企業経営およびエンタテインメント業界における幅広い見識と豊かな経験から、当社の企業価値
向上を実現することが期待できるため、引き続き取締役候補者といたしました。

[略歴、当社における地位および担当]

[重要な兼職の状況]
日本コロムビア株式会社取締役副会長
株式会社ドリーミュージック取締役副会長
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取締役選任議案

候補者番号
な か

中
 

 
に し

西
 

　
ま さ

正
 

 
と

人（1967年12月12日生）
所有する当社の株式数 3,100株
取締役会出席状況 13/14回　　

3
再 任

　     1990年    4 月 任天堂株式会社入社
    1992年    10月 当社専務取締役
    2010年    9 月 株式会社ウィズ・パートナーズ監査役
    2017年    3 月 当社上席執行役員
    2017年    5 月 株式会社ワクワクワークス代表取締役副社長（現任）
    2017年    6 月 当社専務取締役（現任）
    2017年    7 月 当社最高戦略責任者（現任)
    2018年    6 月 株式会社フェイス・ワンダワークス代表取締役社長（現任)
    2018年    7 月 株式会社フェイス・プロパティー代表取締役社長（現任)
    2020年    9 月 株式会社リバレント取締役（現任)

選任理由
当社創業に多大な貢献をされ、当社および他企業の取締役・監査役を務めるなど、企業経営に関
する豊かな経験を当社経営に活かすことが期待できるため、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

[略歴、当社における地位および担当]

[重要な兼職の状況]
株式会社ワクワクワークス代表取締役副社長
株式会社フェイス・ワンダワークス代表取締役社長
株式会社フェイス・プロパティー代表取締役社長
株式会社リバレント取締役
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取締役選任議案

候補者番号
す ず

鈴
き

木
 

　
ち

千
か

佳
よ

代
（現姓：

てら

寺
い

井） （1968年３月16日生） 所有する当社の株式数 2,029株
取締役会出席状況 －回　　

4
新 任

　
    1991年    4 月 大和証券株式会社入社

1998年    9 月 プライスウォーターハウスクーパースコンサルタント株式会社入社
2001年    1 月 株式会社リップルウッド・ジャパン入社
    2003年    12月 コロムビアミュージックエンタテインメント株式会社（現日本コロムビア株式会社）入社
    2006年    6 月 同社経営企画部事業開発室長
    2010年    9 月 同社経営企画部経営管理・IRグループ担当部長
    2011年    4 月 同社財務本部副本部長
    2014年    1 月 同社財務・管理本部副本部長
    2015年    4 月 同社執行役員 財務・管理本部長
    2015年    6 月 同社最高財務責任者
    2016年    6 月 同社取締役（現任）
    2017年    7 月 当社入社 上席執行役員 グループ管理本部経営企画部長
    2021年    1 月 当社執行役員最高財務責任者兼グループ経営本部長（現任）

株式会社フェイスフューチャーファンド代表取締役社長（現任)
    2021年    3 月 BIJIN & Co.株式会社取締役（現任)

選任理由
当社および他企業の管理部門を長く経験し、当社においては管理部門の責任者を務めるなど、企
業経営に関する豊かな経験を当社経営に活かすことが期待できるため、取締役候補者といたしま
した。

[略歴、当社における地位および担当]

[重要な兼職の状況]
株式会社日本コロムビア株式会社取締役
株式会社フェイスフューチャーファンド代表取締役社長
BIJIN & Co.株式会社取締役
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取締役選任議案

候補者番号
べ っ

別
 

 
し ょ

所
 

　
て つ

哲
 

 
や

也（1965年８月31日生）
所有する当社の株式数 －株
取締役会出席状況 11/14回　　

５
再 任

社 外

独 立
　

    1994年    8 月 有限会社パシフィックボイス（現株式会社パシフィックボイス）代表取締役（現任）
    1999年    6 月 アメリカン・ショートショートフィルム フェスティバル（現ショートショート

フィルム フェスティバル＆アジア）代表（現任）
    2006年    11月 株式会社ビジュアルボイス代表取締役（現任）
    2009年    2 月 観光庁YŌKOSO! JAPAN（現VISIT JAPAN)大使（現任）
    2009年    10月 株式会社キャスティングボイス代表取締役社長（現任）
    2010年    2 月 内閣官房知的財産戦略本部コンテンツ強化専門調査会委員
    2012年    4 月 カタールフレンド基金親善大使
    2012年    12月 横浜市専門委員（現任）
    2013年    4 月 映画倫理委員会委員（現任）
    2014年    11月 NHK国際放送番組審議会委員
    2015年    7 月 外務省ジャパン・ハウス有識者諮問会議メンバー
    2015年    9 月 島田市ふるさと大使（現任）
    2017年    6 月 当社取締役（現任）
    2018年    6 月 一般財団法人渋谷区観光協会会長（現任）

選任理由および期待される役割の概要
企業経営および政府機関をはじめとする公的機関・エンタテインメント業界における幅広い見識
と豊かな経験から、当社に必要な経営の監督と幅広い助言をいただくことによりコーポレート・
ガバナンス強化に寄与していただくため、引き続き社外取締役候補者といたしました。
また、同氏が選任された場合は、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員会の委員
として、当社の役員候補者の指名方針・報酬方針等の審議について、専門的・客観的な立場から
関与いただく予定であります。

[略歴、当社における地位および担当]

[重要な兼職の状況]
株式会社パシフィックボイス代表取締役
ショートショートフィルム フェスティバル＆アジア代表
株式会社ビジュアルボイス代表取締役
観光庁VISIT JAPAN大使
株式会社キャスティングボイス代表取締役社長
横浜市専門委員
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取締役選任議案

候補者番号
ま さ

正
む ね

宗
 

　エリザベス（1960年４月５日生）
所有する当社の株式数 －株
取締役会出席状況 14/14回　　

６
再 任

社 外

独 立
　

    1987年    1 月 在日オーストラリア大使館貿易促進庁入庁
    2007年    8 月 在日オーストラリア大使館公使兼貿易促進庁日本総支配人
    2011年    10月 オーストラリア貿易促進庁東北アジア地域本部長
    2013年    9 月 オーストラリア貿易促進庁貿易本部本部長
    2014年    3 月 株式会社＠アジア・アソシエイツ代表取締役
    2014年    7 月 オーストラリア取締役機構グラジュエイト（GAICD）取得
    2015年    6 月 国立大学法人千葉大学経営協議会委員（現任）
    2015年    7 月 株式会社＠アジア・アソシエイツ・ジャパン代表取締役（現任）
    2015年    11月 株式会社アドバンジェン取締役（現任）
    2016年    6 月 東京商工会議所日豪経済委員会次世代リーダープログラム担当委員（現任）
    2016年    12月 株式会社パソナグループ顧問（現任）
    2017年    12月 株式会社パソナグループ淡路ユースフェデレーション専務理事（現任）
    2018年    6 月 当社取締役（現任）
    2019年    6 月 荒川化学工業株式会社取締役（現任）

2022年    2 月 テクノホライゾン株式会社顧問（現任）

選任理由および期待される役割の概要
元在日オーストラリア大使館公使としてビジネスや行政、国際渉外に精通しており、企業経営お
よび政府機関をはじめとする公的機関における幅広い見識と豊かな経験から、当社に必要な経営
の監督と幅広い助言をいただくことによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくた
め、引き続き社外取締役候補者といたしました。
また、同氏が選任された場合は、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員会の委員
として、当社の役員候補者の指名方針・報酬方針等の審議について、専門的・客観的な立場から
関与いただく予定であります。

[略歴、当社における地位および担当]

[重要な兼職の状況]
国立大学法人千葉大学経営協議会委員
株式会社＠アジア・アソシエイツ・ジャパン代表取締役
株式会社アドバンジェン取締役
東京商工会議所日豪経済委員会次世代リーダープログラム担当委員
株式会社パソナグループ顧問　淡路ユースフェデレーション専務理事
荒川化学工業株式会社取締役
テクノホライゾン株式会社顧問
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取締役選任議案

候補者番号
み

水
 

 
と

戸
 

　
し げ

重 
ゆ き

之（1957年５月９日生）
所有する当社の株式数 －株
取締役会出席状況 14/14回　　

７
再 任

社 外

独 立
　

    1989年    4 月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
    1990年    10月 TMI総合法律事務所の創設に参画
    1999年    4 月 同事務所パートナー弁護士（現任）
    2002年    6 月 株式会社タカラ監査役
    2002年    12月 株式会社ティー・ワイ・オー監査役
    2006年    3 月 株式会社タカラトミー監査役
    2006年    4 月 学校法人早稲田大学スポーツ科学研究科（大学院）講師（現任）
    2006年    5 月 株式会社ブロッコリー監査役（現任）
    2006年    6 月 吉本興業株式会社監査役
    2010年    1 月 株式会社湘南ベルマーレ取締役
    2015年    6 月 株式会社タカラトミー取締役（現任）
    2016年    6 月 吉本興業株式会社（現吉本興業ホールディングス株式会社）取締役（現任）

日本コロムビア株式会社監査役
    2018年    4 月 学校法人武蔵野大学法学研究科客員教授（現任）
    2018年    6 月 当社取締役（現任）
    2020年    6 月 株式会社湘南ベルマーレ監査役（現任）
    2021年    3 月 株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン取締役（現任）

選任理由および期待される役割の概要
弁護士としての幅広い見識と豊かな経験から、当社に必要な経営の監督と幅広い助言をいただくことによ
りコーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくため、引き続き社外取締役候補者といたしました。
また、同氏が選任された場合は、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員会の委員として、
当社の役員候補者の指名方針・報酬方針等の審議について、専門的・客観的な立場から関与いただく予定
であります。

[略歴、当社における地位および担当]

[重要な兼職の状況]
TMI総合法律事務所パートナー弁護士
株式会社ブロッコリー監査役
株式会社タカラトミー取締役
吉本興業ホールディングス株式会社取締役
株式会社湘南ベルマーレ監査役
株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン取締役
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取締役選任議案

候補者番号
た き

瀧
 

 
ぐ ち

口
 

　
た だ し

匡（1962年４月３日生）
所有する当社の株式数 －株
取締役会出席状況 14/14回　　８

再 任

社 外

独 立
　

    1986年    4 月 野村證券株式会社入社
    1997年    11月 ウインドマーク投資顧問株式会社専務取締役
    2002年    7 月 株式会社アクセル・インベストメント代表取締役
    2005年    12月 ウエルインベストメント株式会社代表取締役社長（現任）
    2006年    1 月 早稲田大学アントレプレヌール研究会理事（現任）
    2007年    6 月 ウエル・アセット・マネジメント株式会社取締役（現任）
    2009年    7 月 日本ベンチャーキャピタル協会監事
    2009年    9 月 学校法人早稲田大学学術博士Ph.D.（国際経営）
    2011年    4 月 早稲田大学ビジネススクール非常勤講師
    2012年    5 月 文部科学省STARTプロジェクト（現科学技術振興機構STARTプログラム）代表事業プロモーター
    2014年    7 月 日本ベンチャーキャピタル協会理事
    2017年    4 月 学校法人早稲田大学客員教授（現任）
    2017年    12月 日本ベンチャー学会理事（現任）
    2020年    6 月 当社取締役（現任）
    2020年    10月 VALUENEX株式会社取締役（現任）

2022年    3 月 株式会社オプトラン取締役（現任）

選任理由および期待される役割の概要
ベンチャーキャピタルの代表者として証券市場および資本政策をはじめ最先端技術やビジネスモ
デルの事業化に精通しており、企業経営および政府機関等の公的機関における幅広い見識と豊か
な経験から、当社に必要な経営の監督と幅広い助言をいただくことによりコーポレート・ガバナ
ンス強化に寄与していただくため、引き続き社外取締役候補者といたしました。
また、同氏が選任された場合は、取締役会の諮問機関である任意の指名・報酬諮問委員会の委員
として、当社の役員候補者の指名方針・報酬方針等の審議について、専門的・客観的な立場から
関与いただく予定であります。

[略歴、当社における地位および担当]

[重要な兼職の状況]
ウエルインベストメント株式会社代表取締役社長
早稲田大学アントレプレヌール研究会理事
ウエル・アセット・マネジメント株式会社取締役
学校法人早稲田大学客員教授
日本ベンチャー学会理事
VALUENEX株式会社取締役
株式会社オプトラン取締役
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取締役選任議案

(注) 1）鈴木千佳代氏の戸籍上の氏名は、寺井千佳代であります。
2）水戸重之氏は、TMI総合法律事務所のパートナー弁護士であります。同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与さ

れたことはありませんが、弁護士資格を有しており、専門的な知識や経験から、社外取締役の職務を適切に遂行できるものと考え、当社に必
要な経営の監督とチェック機能を期待し、社外取締役候補者としたものであります。また、瀧口匡氏は、ウエルインベストメント株式会社の
代表取締役社長であります。ウエルインベストメント株式会社は当社が出資する早稲田１号投資事業有限責任組合の無限責任組合員でありま
すが、その出資額は当社の当期連結決算における総資産の0.3％未満であり、僅少であります。同氏が兼職しているVALUENEX株式会社は、
当社が出資する早稲田１号投資事業有限責任組合の出資先であります。
なお、他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

3）別所哲也氏、正宗エリザベス氏、水戸重之氏および瀧口匡氏は、社外取締役候補者であります。
4）別所哲也氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本総会終結の時をもって5年となります。
5）正宗エリザベス氏および水戸重之氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本総会終結の時をもって4年となります。
6）瀧口匡氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本総会終結の時をもって2年となります。
7）当社は、別所哲也氏、正宗エリザベス氏、水戸重之氏および瀧口匡氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届

け出ており、４氏の再任が承認された場合には、引き続き４氏を独立役員とする予定であります。
8）当社は、別所哲也氏、正宗エリザベス氏、水戸重之氏および瀧口匡氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づく責任限定契約を法令の

定める最低責任限度額を限度として締結しており、４氏の再任が承認された場合には、本契約を継続する予定であります。
9）当社は、取締役、監査役および管理職従業員（当社子会社の取締役、監査役および管理職従業員を含みます。）の全員を被保険者として、保

険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役
員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費
用等が塡補されることとなります。保険料については、当社が全額負担しております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保
険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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(ご参考)取締役会の構成

候補者
番号 氏　名 経営

全般
独立性
（社外）

音楽事業
の知見 国際性

投資分析
資本政策
財務会計

法務

１ 平澤　　創 ● ●

２ 吉田　眞市 ● ●

３ 中西　正人 ● ●

4 鈴木　千佳代 ● ● ●

5 別所　哲也 ● ● ●

6 正宗　エリザベス ● ● ●

7 水戸　重之 ● ●

8 瀧口　　匡 ● ● ● ●

（ご参考）取締役候補者の専門性と経験
取締役候補者の専門性と経験は、次のとおりであります。
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監査役選任議案

第３号議案 監査役１名選任の件

氏　名 現在の地位等 属　性

な が

長
よ し

𠮷　　
すすむ

晋
常勤監査役
日本コロムビア株式会社監査役
株式会社ドリーミュージック監査役

再 任

　

再 任
　 再任監査役候補者 新 任

　 新任監査役候補者 社 外
　 社外監査役候補者 独 立

　 証券取引所等の定めに基づく独立役員

　監査役長吉晋氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役１名の選任をお願いする
ものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
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監査役選任議案

再 任
　

な が

長
よ し

𠮷　
す す む

晋 （1957年３月２日生）
所有する当社の株式数 3,542株
取締役会出席状況 14/14回
監査役会出席状況 19/19回　　

    1981年    4 月 株式会社熊谷組入社
    2003年    9 月 コロムビアミュージックエンタテインメント株式会社（現日本コロムビア株式会社）入社
    2005年    1 月 同社経営企画部長
    2006年    4 月 同社理事
    2006年    6 月 同社執行役
    2010年    6 月 同社常勤監査役
    2018年    6 月 同社監査役（現任）

当社常勤監査役（現任）
    2021年    6 月 株式会社ドリーミュージック監査役（現任）

選任理由
当社および当社子会社の監査役としての実績を活かして、当社に必要な経営の監督とチェック機能を高めるた
め、引き続き監査役候補者といたしました。

[略歴、当社における地位]

[重要な兼職の状況]
日本コロムビア株式会社監査役
株式会社ドリーミュージック監査役

　

(注) 1）長𠮷晋氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2）当社は、同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づく責任限定契約を法令の定める最低責任限度額を限度として締結しており、同氏
の再任が承認された場合には、本契約を継続する予定であります。

3）当社は、取締役、監査役および管理職従業員（当社子会社の取締役、監査役および管理職従業員を含みます。）の全員を被保険者として、保
険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役
員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費
用等が塡補されることとなります。保険料については、当社が全額負担しております。長𠮷晋氏が監査役に選任され就任した場合は、当該保
険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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株主提案議案（剰余金の処分の件）

＜株主提案（第４号議案および第５号議案）＞
株主１名（議決権数1,384個）からご提案された議案

　株主提案とは
　　　　会社法は、一定の要件を充足する場合に株主提案権を認めております。
　　　　この提案については、法令・定款等に違反する場合を除き、内容の如何に
　　　かかわらず、会社は議案の要領を招集通知に記載することが義務付けられて
　　　おります。

　　　　この度、TK1社からご提案がなされたため、これを記載しておりますが、
　　　当社取締役会としては、後記のとおり、第４号議案および第５号議案に
　　　いずれも反対いたします。

　第４号議案および第５号議案は、株主１名（議決権数1,384個）からのご提案による
ものであります。

　提案株主　 TK1 Ltd.
　（以下「TK1社」といいます）

　議案の提案の内容および提案の理由は、議案に番号を付したことを除き、TK1社か
ら提出されたものを原文のまま記載しております。
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株主提案議案（剰余金の処分の件）

　株主提案

第4号議案 剰余金の処分の件

株主提案に対する当社取締役会の意見
　当社取締役会としては、本議案に反対いたします。
　当社をとりまく市場環境は、次々と出現する新たな発想によるサービスや情報通信技術等により多様化、複
雑化し、今日の音楽業界のビジネスモデルは大きく変容しつつあります。その中で、当社は、持続的な企業価
値の向上を図るため、アーティストからユーザーへ直接音楽を届けるしくみ創り等、新たな分野への事業投
資、知的財産の創出および獲得、M&A等を機動的に実施し、これらの戦略的投資を通じて、「コンテンツの
新しい流通のしくみ創り」の推進等に取り組む機会を常にうかがっております。しかしながら、大型案件を含
む投資・買収案件の成約は時機によるものもあり、また、新たなサービスへの事業投資はベンチャー投資的な
要素を併せ持ち、金融機関からの資金調達には馴染みにくい側面もあるため、手許資金を機動的に活用できる
状況を維持することが重要です。以上から、当社としては、戦略的投資の機会を捉えて逃さないために常に一
定の手許資金を確保し、財務の柔軟性を維持することが経営戦略上重要であると考えております。

　一方、当社は、株主の皆様への利益還元については同様に重要な経営課題と認識しており、継続的に安定配
当を行うという基本方針の下、１株当たり年10円の配当を長期にわたって実施しております。

　当社としては、上記のとおり、持続的成長につながる戦略的投資のための資金確保と、株主の皆様への安定
的かつ継続的な利益還元との最適なバランスをとることが、当社の中長期的な企業価値の向上および株主共同
の利益の確保の観点で重要であると考えております。この点、当社の普通株式１株当たり金300円の配当を提

（１）議案の要領
　会社法453条及び454条の規定に基づき、第30期の期末剰余金の株主に対する配当として、会社提案の剰余金の
処分に追加して、普通株式1株当たり金300円を配当する。剰余金の配当が効力を生じる日を、令和４年６月３０日
とする。

（注）TK1社からの株主提案書には、提案の理由の記載はありませんでした。
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株主提案議案（剰余金の処分の件）

案する本議案は、配当金総額に換算すると、当社単体の現預金残高を超える約38億円の払出しを求めるもの
であるところ、このような水準の配当は、これまでの当社の配当方針とは全く整合しないものですし、当社の
運転資本や当社グループ内の資金管理に与える影響の大きさも看過できません。また、新型コロナウイルス感
染症拡大により、大型イベントやライブ・コンサートは延期、中止、規模縮小を余儀なくされてきており、依
然として完全な収束の見通しが立たない状況の中、厳しい経営環境が継続しております。そのような経営環境
にあって、約38億円もの配当を行うことは、当社の持続的成長のための戦略的投資に向けた資金確保を困難
とするばかりか、当社の財務の柔軟性ひいては持続的成長の基盤を著しく損なうおそれがあります。したがっ
て、当社取締役会としては、本議案に係る配当は、適切ではないと考えております。
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株主提案議案（自己株式取得の件）

　株主提案

第５号議案 自己株式の取得の件

○株主提案に対する当社取締役会の意見
　当社取締役会としては、本議案に反対いたします。
　当社としては、第４号議案に関する当社取締役会の意見のとおり、持続的成長につながる戦略的投資のため
の資金確保と、株主の皆様への安定的かつ継続的な利益還元との最適なバランスをとることが、当社の中長期
的な企業価値の向上および株主共同の利益の確保の観点で重要であると考えております。当社は、慎重な検討
に基づき、財務の柔軟性を害しない範囲での自己株式の取得による株主の皆様への利益還元を適宜実施してお
り、2018年から2020年にかけて合計で約12億円の自己株式取得を行うとともに、直近でも、2022年５月
17日付け「自己株式の取得および自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)による自己株式の買付けに関するお
知らせ」にて公表のとおり、市場取引による自己株式取得（以下「本件自己株式市場取得」といいます。）を
実施することを決定しております。

　しかしながら、本議案は、当社の発行済株式総数の約28％に相当する大規模な自己株式取得を提案するも
のであるところ、このような水準の自己株式取得を、本件自己株式市場取得に加えて実施することは、当社の
資本政策として明らかに過剰であると言わざるを得ません。

　当社が、今後も高い財務健全性を維持しつつ中長期的な企業価値を高めるためには、株主還元のみならず、

（１）議案の要領
　会社法156条１項の規定に基づき、本定時株主総会終結の時から150日以内に、当社普通株式を株式総数
4,000,000株、取得価額の総額6,000百万円（ただし、会社法により許容される取得価格の総額（会社法461条に定
める「分配可能額」）が当該金額を下回るときは、会社法により許容される取得価額の総額の上限額）を限度とし
て、金銭の交付をもって取得することとする。

（注）TK1社からの株主提案書には、提案の理由の記載はありませんでした。
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株主提案議案（自己株式取得の件）

成長分野への投資などにも積極的な資本配分を行い、内部留保を活用していく必要があります。本議案に係る
自己株式取得は、とりわけ総額約38億円の配当を求める第４号議案と併せて提案されていることを考慮すれ
ば、当社をとりまく市場環境や当社の持続的成長につながる戦略的投資の必要性を考慮しない、短期的な視点
に基づくものであると評価せざるを得ず、当社の中長期的な企業価値・株主の皆様の利益を著しく毀損するお
それがあります。したがって、当社取締役会としては、本議案に係る自己株式取得は適切ではないと考えてお
ります。

以　上
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地図2

会場
東京都港区南青山６－10－12
フェイス南青山
 TEL（03）5464－7633

交通
最寄駅　・銀座線・半蔵門線・千代田線「表参道駅」出口B１より徒歩約15分
・JR線「渋谷」東口／都バス01系統「新橋」行き　青山学院中等部前バス停下車／乗車約５分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図
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※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。


